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【調査研究の概要】

・福島原発の事故による被害の全体像を明らかにし、「支払われざる被害」(unpaid damage)をなくすための補

償のあり方を研究すること。

・補償財源をめぐって、政府が東電に対して行う援助措置の問題点を明らかにすること。東電や政府など関係主

体の責任の検証を通じて、あるべき費用負担の仕組みを構想するとともに、エネルギー政策を転換させていく原

動力とすることをめざす。

【調査研究の経過】

2011年 4月：大島、および共同研究者の除本理史との間で、原子力損害賠償制度の研究会を開始。

5月：福島県の農業関係団体や被害者らに対する聞き取り調査を開始。その後、被災地自治体（南相馬市、浪江町、本宮市）、

ジャーナリスト、弁護士、政党関係者、地方議員、研究者などからの聞き取り調査および意見交換を随時実施（～

現在まで。今後も継続）。

聞き取り調査を行った場所： 飯舘村、南相馬市、伊達市、福島市、川俣町、二本松市、本宮市、いわき市、甲府市、

東京都、伊賀市、京都市 （以上のうち、飯舘村、伊達市、福島市、二本松市、東京都、京都市は複数回実施）

6、7月：原子力損害賠償紛争審査会傍聴。

7月～：福島県内での被害者の聞き取り調査を本格的に開始（主として伊達市東仮設住宅、二本松市郭内仮設住宅）

【現在までの成果と今後の展望など】

・補償財源をめぐる費用負担に関しては、基本的な分析視角や問題点は明らかになっており、複数の成果物を公表し

ている（下記の参考文献を参照）。

・被害構造論についても、本日の中間報告会で報告するように、これまでの調査に基づいた暫定的な結論（むしろ正

確には作業仮説）は導かれつつある。

・大島と除本は、被害補償論に関する共著書を執筆中である。また被害論については、大阪市立大学経営学会のワー

キングペーパーとして取りまとめる予定である。そのほか、市民向けの講演や国会などの場でも、成果の一部を公表

しており、また今後も行う予定である。また、調査の成果を活かし、補償を求める弁護士の動き等とも連携したい。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の

助成金を充当

他の助成金

等を充当
自己資金

旅費 福島、東京への調査旅費（交通費、宿泊費） 720 220 500 0

資料費 研究テーマに関する図書 200 30 170 0

機材･備品費 資料記録・保存・整理等に用いる PC 周辺機器等 80 0 0 80

会議費 － 0 0 0 0

印刷費 資料の印刷・複写 60 0 0 60

協力者謝礼など 研究協力者謝礼 190 50 140 0

合 計 1,250 300 810 140

参考文献（ウェブサイトや書籍、成果物など）

・大島堅一「福島第一原発事故の被害と今後の課題：未曽有の環境災害を前にして」『環境と公害』41(1)

・大島堅一「福島第一原発事故における東京電力の事前及び事後の責任に関する一考察」『環境経済・政策研究』4(2)

・除本理史「福島原発事故の被害補償を問う――〈加害者救済〉は許されない」『世界』(820)

・除本理史「福島原発事故の被害補償をめぐる課題」『環境経済・政策研究』4(2)
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立命館大学国際関係学部

助成金額 30 万円

助成のテーマ 福島原発事故による被害補償と費用負担
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